
 
 
       
 
 

新興国等での都市課題解決を支援する「Y-PORT 事業」の推進に向けて 

横浜市の国際技術協力体制を強化 
1月 1日付で 12名の職員に発令 

 
 横浜市（市長 林 文子）は、新たな「横浜市中期４か年計画」の成長戦略「海外ビジネス展開戦略」に

位置付けている「横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際貢献」（愛称「Y-PORT 事業」＊1）につ

いて、新たな全庁的体制をつくり、強力に推進します。 

 

●体制強化の内容 

★政府・国際機関・企業など関係機関との 

総合調整を行う「ハブ機能」の確保 

 

共創推進事業本部に「国際技術協力担当」を設置 

・専任職員（2名：課長、係長） 

・兼務職員（2名：課長、係長） 

 

★新興国での都市づくりアドバイスや 

横浜のプロモーション、市内企業の海外展開支

援のほか国際貢献を担う人材育成などを全庁

的に推進 

 

関係7局に「国際技術協力担当」の兼務を発令（8名：部長職） 

【新体制の内容】 

局名 本務 兼務 氏名 

共創推進事業本部 

共創推進課国際技術協力担当課長 （専任） 谷口雅昭 

事職共創推進課国際技術協力担当係長 （専任） 菱沼博道 

ｼﾆｱﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 共創推進課国際技術協力担当課長 橋本 徹 

共創推進課担当係長 共創推進課国際技術協力担当係長 奥野修平 技職

地球温暖化対策事業本部 担当部長 

共創推進事業本部 

国際技術協力担当部長 

中島徹也 技職

都市経営局 国際政策室長  関山 誠 事職

環境創造局 企画部長 尾仲富士夫 技職

資源循環局 企画調整担当部長  濱田雅巳 技職

経済観光局 企業経営支援部長  金子延康 事職

都市整備局 
企画部長 青木 治 技職

都心整備・みなとみらい 21 推進部長 坂和伸賢 技職

水道局 事業推進部長 島田和久 事職

計12名 

お問い合わせ先 

共創推進事業本部 共創推進課長  福島雅樹  Tel 045-671-4394 

（e-mail：ts-kyoso@city.yokohama.jp）

（次頁あり） 
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共創推進事業本部共創推進課
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※具体的事業に応じて適宜体制を強化
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●Y-PORT 事業＊１について 

新興国等での環境・インフラ整備など、都市課題の解決を支援するため、行政・企業・大学などが

有する様々な横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際貢献事業であり、愛称「Y-PORT 事業」

（Y-PORT：Yokohama Partnership of Resources and Technologies）として、新たな「横浜市中期４

か年計画」の成長戦略（「海外ビジネス展開戦略」）に位置付けています。 

【推進目的】 

深刻な課題である温暖化対策や世界の国々の都市発展を支援 
 

「横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際貢献」 

                   Y-PORT 事業の推進 

【期待される効果】 

・国際都市としての横浜の地位向上 

・中小企業を含む市内経済の活性化 

・海外における実践を通じた技術力の向上 

 

【Y-PORT 事業の主な内容】 

①都市づくりアドバイザリー  

新興国等のインフラ整備や都市開発などに参画する市内企業に対して、これま

で横浜が培ってきた技術やノウハウのアドバイス、調査協力などを行います。 

（都市づくり調査協力、技術的アドバイス、海外都市との交流など） 

②横浜のシティープロモーション 

海外事業の案件形成や海外企業等の誘致に向けて、横浜の技術・ノウハウを国

内外にＰＲするなど、海外からの誘致も含めたプロモーションを展開します。 

（トップセールス・国際会議・展示会・コンベンション・視察ツアーなど） 

③市内企業の海外展開支援 

市内の大企業・中小企業をはじめ、大学、ＮＰＯなど、ヨコハマで活躍する様々

なプレーヤーの海外展開を支援します。 

（企業・大学・ＮＰＯ・国・国際機関等との積極的な意見交換、連携支援） 

④国際貢献を担う人材育成 

技術の継承も含めて、海外での都市づくりなど、国際技術協力の推進に向けた

人材育成を進めます。 

（研修生受入れ、海外派遣、海外や民間企業との人材交流など） 

 

 

●これまでの主な取り組み 

横浜市共創推進事業本部（Y-PORT 事業 HP）http://www.city.yokohama.jp/me/keiei/kyoso/yport/yport.html 

・市内企業の日揮株式会社と「国際技術協力等に関する包括連携協定」を締結 （2010/6/14） 

・「デリー・ムンバイ産業大動脈」関連の政府・開発公社関係者の横浜視察・林市長面会(2010/6/17) 

・「Eco22010 Yokohama International Conference on Eco2Cities」を横浜で開催（2010/10/21～23） 

・国際協力銀行（JBIC)と「環境・都市インフラに関する業務協力協定」を締結(2010/10/29) 
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